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2007 年 11 月 15 日 

東京都 環境局 御中 

 

 

「東京都気候変動対策方針」に対する意見 

 

 

（社）日本経済団体連合会 

常務理事 永松 惠一  

 

Ⅰ．総 論  

 日本経団連は、9 月 20 日に提出した意見書（別添参照）でも強調した通り、

東京都における実効性のある温暖化対策の検討には最大限協力していく考えで

あるが、具体的な検討にあっては、現在、京都議定書の目標達成に向けて、政

府が検討している「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」の見

直し等の新規施策との整合性に十分留意する必要がある。国と自治体が整合性

のない、あるいは重複した施策を行えば、産業界、都民の混乱を招くばかりか、

過大な負担を課すこととなる。 

 

Ⅱ．大規模 CO2 排出事業所に対する削減義務と排出量取引制度の導入について  

 東京都は、大規模 CO2 排出事業所(ビル、工場等)に対する排出枠の設定と排出

量取引制度の導入根拠として、事業者による自主的取組みの枠組みには限界が

あり大幅な削減は望めないことを挙げているが、これでは雑駁に過ぎて論理的

な説明とはいえない。 

 そこで、日本経団連としての意見を述べる前に、これまでの東京都からの説

明では明確にされてこなかった以下の２点について都の見解を伺いたい。これ

は、大規模事業者等への削減義務等、強度の規制の是非について、本ステーク

ホルダー会議のような様々な関係者が広く議論を行う際の基本的な情報である。 

 

質問１：産業部門は、1990年度との対比で2005年度のCO2排出量が大幅に減少し

ているにもかかわらず、排出総量の規制を実施しようとするのは何故か。 

また、産業部門における業種別 CO2 排出量の増減に関する要因、特に、

排出量が増加している業種の具体的な要因、排出削減対策を推進する上

での問題点は何であると分析しているのか。 

質問２：業務部門における業種別 CO2 排出量の増減（1990 年度対比 2005 年度）

に関する要因、特に、排出量が増加している業種の具体的な要因、排出

削減対策を推進する上での問題点は何であると分析しているのか。 
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（参考）東京都における温室効果ガス排出量の状況（電力の CO2 排出係数を固定しない場合）  

 http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/sgw/emission/2005zanntei.htm 

 
  

 上記質問に対して、東京都から分析結果や見解が明示されることを前提とし

て、以降、日本経団連としての意見を述べたい。まず本質的な問題の解決には、

CO2 排出が顕著に増加している、CO2 排出削減のポテンシャルが大きいにも拘わ

らず排出抑制が進まないなど、温暖化対策が遅れている分野や主体を正確に特

定し、その結果を可能な限り明らかにすることである。そのうえで、その排出

主体が省エネ投資等の大幅な CO2 削減に繋がる対策を実施できない理由や障害

を丁寧に分析したうえで、必要に応じて設備投資への支援等を含めて、きめ細

かく指導助言、助成することが、東京都において最も実効性のある施策である。

産業界もそうした実効ある取組みには積極的に協力する用意がある。政府やど

の自治体にも先駆けて「地球温暖化対策計画書制度」に取組んできた東京都に

は、個別の排出主体における問題を特定するための一定のデータ類やノウハウ

が蓄積されてきたはずである。こうした本質的な問題の解決に向けた検討を深

めずに、大規模排出事業所への排出枠の設定と排出量取引制度の導入が唯一の

解決策であるかのように論じる東京都の基本的考え方には首肯できない。そも

そも行政が事業者に対して譲渡可能な財産である排出権を配分することは、事

業者の富の分配や競争条件に直接影響する重大な手続きである。こうした観点

からも、一般論や抽象論ではなく、具体的な議論を進めることが極めて重要で

ある。 

 

Ⅲ．第２回会議で提示された「７つの論点」等について  

１．削減の技術的裏づけ 

CO2 排出削減の技術的裏付けとして、空調、照明等の技術を例示している

に過ぎない。ごく一部の例示ではなく、削減目標との関係で包括的な技術的

裏付けを示すべきである。また、仮に技術的裏付けのある目標が設定された

として、その目標を達成するための望ましい政策が、なぜ総量の削減義務の
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設定と排出量取引の導入となるのか明らかでない。最新の省エネ設備の活用

状況等、問題が特定されているのであれば、それを後押しする補助金や税制

優遇等を実施することが有効であり、制度整備・運営のコストや排出枠の取

引コストが必要な排出量取引制度を導入することは、CO2 削減のための社会的

なコストの増大に繋がり望ましくない。 

 

２．自主的取組の評価 

「自主的取組が前提では温度管理すら容易に進まない」としているが、ま

ず実務的に「進まない」要因を分析し、具体的な問題の解決に取組むのが筋

である。総量削減義務を課しても、排出枠の購入が可能であれば、問題が解

決されるわけではない。個別の問題に対しては、既に報告義務が課されてい

る現在の「地球温暖化対策計画書制度」の枠組みを活用すべきである。例え

ば、温度管理の問題については、報告書の中で、統一的な実態調査方法を導

入し、効果的な温度管理手法の検討・指導や全ての事業者に関する情報の公

開など、問題解決に繋がる方策を検討する必要がある。 

 

３．削減義務と経済活動の制限 

「他の国や地域が CO2 の排出削減と経済の両立が可能と考えて排出枠設

定・取引制度を導入しているので、東京都でも両立が可能だ」としているが、

これまでの省エネ努力の状況も経済・産業構造やエネルギー資源の賦存状況

等も異なる国や地域と東京都を比較することに意味はない。また、東京都に

導入しても経済活力が削がれない理由を示されたい。 

 

４．削減義務と長期的対策 

「中期的な展望を明確にし、企業の CO2 削減努力に安定的な目安を示す」

としながらも、具体的な目標期間は５年単位となっているため、依然として

事業者は、10 年、20 年という長期的な展望に立った削減対策の立案ができな

い恐れがある。 

 

５．他地域への経済活動拠点の移転 

CO2 排出規制を強化すると他の都道府県や海外に経済活動拠点が移転する

ことを助長するとの懸念に対して、「都は全国レベルでも導入されるべき対策

を率先して提案している」としているが、東京都がリーダーシップを発揮し、

他の道府県、海外諸国の説得を行うということであれば理解はできるものの、

東京都のみが「率先して」、つまり単独で実行する以上、経済活動拠点の移転

が起こり得るという懸念は払拭できない。 
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６．公平性の確保 

「世界各地で進んでいる導入事例のメリット・デメリットを参考にすると

ともに、現行制度の運用で得られたデータを最大限活用し」、公平性の確保に

努めるとしているが、これまでの東京都の説明では、公平な規制の方法につ

いて具体的な提案や説明がない。実際に導入されている事例は EU だけであ

るが、EU において、排出枠の配分を巡って 800 件以上の訴訟が提起されてい

る。こうした実態を踏まえれば、公平性の確保は困難であると考える。 

 また、「自主的な削減対策の枠組みでは、踏み込んだ対策を行わない業種や

企業が残ってしまい不公平になる」としているが、事業者が自主的に削減目

標を設定することと、排出量取引制度は、行政が事業者に対して実質的に譲

渡可能な財産（排出権）を配分することになるため、富の分配や競争条件の

観点から、全く異質なものである点に留意する必要がある。公平性が確保で

きることを証明せずに排出量取引制度を安易に提案するのは合理的とは言い

難い。 

 

７．東京都全体の削減対策 

都内の約２割の事業所にのみ削減を義務付けることは不公平である。また、

削減義務が課された場合、エネルギー効率の良い企業の成長を抑え、逆に市

場から排除され生産を減らす企業は排出枠の売買で利益を得ることができる

ため、活力のない硬直化した都市になる恐れがある。 

 

８．その他 

第２回ステークホルダー・ミーティングで、排出量取引制度が技術革新を促

進する旨の発言があったが、排出量取引制度は、既存技術の普及を促進する

ことはあり得るが、革新的技術の開発を促進することは考え難い。特に排出

権の取引により義務を果たせる仕組み自体が大きな阻害要因となる。また、

既に高いエネルギー効率を実現している事業者にとっては、追加的な技術開

発等によって排出量をさらに削減するためのコストは高いため、排出量取引

精度は、高度な技術力を備え、かつエネルギー効率でトップランナーにある

事業者の技術革新を阻害する恐れがある。わが国企業は、技術で内外の温暖

化対策に貢献できると考えているが、排出量取引制度の導入により、技術革

新が阻害され、わが国が温暖化防止に貢献する機会が失われるようなことが

あってはならない。 

 いずれにせよ、排出量取引制度は、一度、事業者に排出枠が配分され、売

買が始まれば、実際の CO2 削減のための技術開発や設備投資のコストとは関

係なく、排出権が売り手と買い手の思惑の中で、金融商品の一つとして価格

が形成されるようになる。そうなれば、排出量取引制度は、もはや CO2 削減

の手段としては機能しないことを銘記すべきである。 

以 上 
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別 添 

2 0 0 7 年 9 月 20 日 

東京都 環境局 御中 

 

 

「東京都気候変動対策方針」に対する意見 

 

 

（社）日本経済団体連合会 

常務理事 永松 惠一  

 

 

１．「東京都気候変動対策方針」全般について 

今般、大気汚染問題等の解決に実績をあげてきた東京都が、政府に先んじて

追加的な地球温暖化対策を明示したことは、同じく京都議定書の策定を待たず、

環境自主行動計画に先進的に取組んできた日本経団連として、その姿勢を評価

する。真に実効性ある対策づくりに向け、経団連としても最大限協力していく

考えである。 

しかし、現在、政府は京都議定書の目標達成に向けた諸施策を検討しており、

国と自治体が整合性のない施策を行えば、産業界、都民の混乱を招くとともに、

過大な負担を課すこととなるため、具体策の検討にあたっては、政府施策との

整合性に十分留意すべきである。 

 

２．大規模 CO2 排出事業所(ビル、工場等)に対する削減義務と排出量取引制度

の導入について 

(1) 大規模事業所に対する排出枠の設定を前提とした排出量取引制度の導入に

ついては、各所毎に生産や営業活動の実態が異なる中で、公平な削減レベル

を設定すること自体、極めて困難であり、反対である。全国で事業を展開し

ている企業は、全国的な視点でコスト効果的な対策を効率的に進めているた

め、東京都が独自に排出削減義務を課すことにより対策の効率性が損なわれ

るとともに、他の自治体での排出量が増え、結果的に全国レベルでの排出量

が増加するおそれがある。 

(2) むしろ、2005 年に東京都が全国に先駆けて開始した「地球温暖化対策計

画書制度」の下、事業所毎の排出実態や問題点が把握可能となっている環境

を活かし、①対策が不十分な事業所を含め、全ての調査対象を公表すること

や、②企業の追加的な対策を発揚させるよう、エネルギー効率による合理的

な評価基準の検討に重点を置くべきである。 

 特に、評価基準について、都の指摘の中に「全体の４分の３程度の事業所

（Ａ評価、Ａ＋評価の事業所）は、過去の削減率が比較的大きくないため、
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削減余地が大きいと考えられるが、計画期間中の削減目標は平均で３～４％

に留まっている。」とある。しかし、企業による CO2 削減の努力は 70 年代

のオイルショック以降、長期間にわたって続けられており、過去数年の削減

率だけをみて、削減余地が大きいと判断するのは不合理である。事業所の取

組み状況に対する評価は、長年の省エネ努力の成果をはじめ、残された削減

ポテンシャル、CO2 排出効率（生産量や延床面積あたり等の指標）などに基

づいて、総合的に行うのが合理的である。 
 現時点では、評価に必要なデータの収集や将来の削減ポテンシャルの測定

手法の整備等がなされていないため、今後は、産官学が協力して、①過去の

取組みの評価、②削減ポテンシャルの測定、③不十分な対策の特定、④対策

を講じるうえでの障害の特定と克服策の開発、⑤実践段階の支援策等を検討

すべきである。こうした実効ある評価制度の確立に向けて、日本経団連とし

ても積極的に協力をしていく所存である。 

 

３．家庭の CO2 削減について 

(1) 家庭部門からの CO2 排出については、需要サイドである国民の意識改革

と供給サイドである企業の技術革新が有機的に結びつき、好循環が形成され

ることによる削減ポテンシャルは極めて大きい。「白熱球一掃作戦」を契機

に、都民の意識改革と省エネ家電の普及拡大に注力する方針を評価する。 

(2) しかし、国民の意識改革の裾野を広げるためには、全国規模で対策が講じ

られることが重要である。サマータイムは、照明や冷房の稼動時間の短縮を

はじめとする直接的な効果が期待されるほか、年２回の時間の切り替えに際

し、国民が温暖化問題をより身近に考える貴重な機会として活用できる。ラ

イフスタイル変革の重大な契機となりうるサマータイムの早期実現に向け

て、東京都がイニシアティブを発揮していただきたい。 

 

以 上 
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平成 19 年 11 月 12 日 

東京電力株式会社 

 

第２回ステークホルダー会合（10/25 開催）に対する追加意見 

 

【総論】 

・  最初に前回（10/25）のステークホルダー会合では、東京都と産業界の主張には相違

点が多く見られ、意見の一致には至らなかったということを確認したい。産業界出席者

の多くは都が提案する制度に疑問を呈している。本制度の当事者である産業界の意見を

真摯に受け止めて頂きたい。 

・  当社を始め産業界は、地球温暖化対策を積極的に推進していきたいと考えている。そ

の為自主的取組をベースとし、東京都と協力して東京の CO2 削減の達成を目指して行

きたいと考える。 

 

【10/25 配付資料「7 つの論点」について】 
１頁目「削減の技術的裏付け」に対する意見 

・  「都の考え方」や当日の議論で何度も言及されていたが、過去の技術革新の歴史

を根拠として「制約を課すことによって革新的技術開発（イノベーション）を起こ

す」という思想は、技術開発を安易に考えすぎているのではないかと懸念。 
・  また老朽化等に伴う既存設備の取り替えは建物の改修を伴う場合など、多大なコ

ストがかかる恐れがあり、これを見込んだ規制導入は事業者の経営を著しく圧迫す

る恐れがある。 
 

２頁目「自主的取組の評価」に対する意見

・  東京都はこれまで「地球温暖化対策計画書制度」や「地球温暖化対策推進ネット

ワーク」など、国や他の自治体に先駆けた斬新な制度を大変な手間と労力を掛けて

精緻に実施してきた。これらの取組は、①技術的な実現可能性を見極めた適切な目

標の設定、②具体的に実施可能性を検討した上で施策を講じることによる企業活動

への悪影響の最小化、といった点で実効性のある取組であると思われる。ほとんど

の企業は省エネ、省 CO2 対策に必死に取り組んでおり、新設やリニューアルに際

しては出来る限り最新の技術を導入している。従って行政としてはこうした企業の

経営判断を最大限尊重して頂きたい。 

・  また二つ目の■に「自主的取組が前提では、温度管理すら容易に進まない」との

記載があるが、これについては運用改善により更なる CO2 削減の余地があること

を示していると思われる。このように可能であるにも関わらず適切な温度管理を行

っていない悪質なケースについては企業名の公表などの措置があると思われる。一

方でテナントビルや商業施設など業種や事業所によっては一律の温度設定を強制

することが困難である場合には、安易に規制を導入するのではなく、あくまで自主

性を尊重し、無理な対策を強いることのないようお願いしたい。 
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３頁目「削減義務と経済活動の制限」に対する意見

・  一つ目の■で、ＥＵや米国諸州で排出量取引の検討が広まりつつあり、排出権取

引が世界の潮流であるかのような記載があるが、例えば米国で検討されている排出

権取引法案の中身を見ると「2020 年で 1990 年レベル」など緩やかなキャップを

想定しているものがほとんどであり、東京都が計画しているような大幅削減には及

ばない削減水準である。 
・  そもそも各国の効率化レベルや、自主的取組に対するマインドは様々である為、

国ごとに様々な取組があって当然である。日本の場合は IPCC 第四次報告書にも記

載されているように「自主的取組」がうまく機能しており、かつ限界削減費用が最

も高い国である。こうした日本の状況を鑑みず、更に厳しいキャップを課すことは

経済成長を縮めさせる恐れがある。 
・  また「取引」を前提としている以上、CO2 は金融商品となり、投機の対象とな

る可能性も考えられる。実際、欧州排出権取引制度において実証されているように、

CO2 の価格は実際の削減コストと切り離され、市場の動向に左右されている。そ

の結果、経営者は金融ブローカーやトレーダーの動向により上下する CO2 価格を

考慮しながら事業活動を行わざるを得なくなる。 
 
４頁目「削減義務と長期的対策」に対する意見

・  都は「中期的な展望を明確にし、企業の CO2 削減努力に安定的な目安を示す」

としながらも、具体的な目標設定期間は 5 年間単位になっている。従って依然とし

て企業としては長期的な展望に立った削減対策の立案が出来ない恐れがある。 
 
６頁目「公平性の確保」に対する意見 

・  都は「取組の優れたトップレベルの事業所については削減義務水準についての一

定の配慮を行うなど、様々な意見を伺いながら詳細については順次具体化していき

たい」と述べているが、個別事業所ごとに状況は千差万別であるため、事業所ごと

に排出割り当てを行うことが難しいことは。現行の「地球温暖化対策計画書制度」

策定時に認識済みのはずである。 

・  このことは現行制度の運用によりデータの蓄積が得られた今日においても、本質

的には解決されていないものと思われる。 

・  なお、都は「自主的な対策では企業間格差が是正されず、却って不公平が拡大す

る」と述べているが、今後行政・企業等が消費者に対して温暖化問題に対する正し

い知識や理解活動を推進して行くことによって、環境負荷の少ない商品やサービス

が市場から選ばれ、温暖化対策の取組の進んだ企業が資本市場でも評価されるよう

になると思われる。 

以 上 



２００７年１１月１２日 

 

太陽光発電協会 

 

「東京都気候変動対策」に対する第２回ステークホルダーミーティング 

への追加意見 

 

１． 地球温暖化対策制度の強化について 

東京都が率先して２０２０年までに、２０００年比－２５％を明確に掲げている

ことで広く市民が参加する目標が定まり、地球温暖化対策を身近な問題として社

会的な議論が行われ具体的な施策が実行されることを期待致します。 

 

１）総量規制については、 

産業界では、京都議定書での目標達成を目指して、自主行動計画の削減目標を積

み重ねており、総量規制の導入にはこれらの努力を配慮した対策が必要。 

又、実際の制度履行段階での透明性が十分に確保されるとともに、積極的に削減

に取り組む事業者には経済メリットを与えるしくみが重要と考えます。 

 

２）実質的な排出量取引の仕組み 

自主行動計画の削減計画を基本とし、大規模工場、事業所等における省エネルギ

ー対策についても徹底した削減努力を行っていることは高く評価できるが、２０

２０年を見通した２５％の削減目標達成には、排出原単位での努力や、省エネル

ギー対策の限界が見えてくると思慮しています。 

 

具体的な、制度設計にもよりますが、省エネルギー努力を行った事業者に配慮し

た目標設定枠と、排出量取引の具体的な制度設計を行っていくことが必要と考え

ます。排出量取引が、絶対的な手法とはいえませんが、閉塞した状態から抜け出

すには、あらたな仕組みによる温暖化対策が必要と考えます。 

（国際的な枠組のなかでは、ＥＵ・米国・ｶﾅﾀﾞの１１州が、温暖化ガスの排出権

取引の制度共通化に向けて動き出しているなかで、東京都が、国に先駆けて検討

することは、ひろく都民が社会システムとして、この制度について公的な議論を

巻き起こすことになり、新しい制度設計には重要なステップ） 

 

 

２． 建築物環境計画制度について 

１）住宅用途以外の再生可能エネルギー（太陽エネルギー）の拡大 

再生可能エネルギーの、初期導入については、導入施策が必要であり、太陽光発

電の市場が生まれれば、コスト低減化が促進されると考えている。 

省エネルギーに比較して、太陽光発電（再生可能エネルギー）の環境価値や、導

入波及効果が十分に評価されているとはいえない現状がある。排出量取引のなか

で、このような価値を生かすことも導入拡大の方策と考える。 

 

２）住宅用途の太陽エネルギーについて 

太陽光発電利用拡大会議でも、主張しているとおり、民生・家庭部門での、地球

温暖化対策には、居住者自らのライフスタイルの見直しや省エネルギー管理の意

識高揚が非常に重要であり、これらの行動を誘発する太陽光発電の導入は極めて
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有効と考えている。 

特に、各家庭が、再生可能エネルギーを自家消費している場合には、その環境価

値がグリーン証書等で価値化されることで、普及のインセンティブになると想定

している。 

 

 

 

 

尚、上記の意見に関しては、当発電協会に参加されている電力各社とは意見合意の形

成がなされていないことを申し添えさせて頂きます。 

 

 

以上 
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